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日銀が利上げしても円高にはならないだろう。一方介入恐怖があるから円安にもなり

にくい。結局ドルと円は固定相場の様に動かないだろう。円高是正が利上げ正常化で

のみ実現されると指摘したのは昨年 8 月の米国ベッセント財務長官だ。       

ベッセント財務長官は米国為替の責任者であるばかりでなく、日本通のヘッジファン

ド上がりとして知られている。アベノミクス相場で人生最大の相場を張り大儲けし

た。市場はベッセントをドルの最高の専門家とみなしている。 

ベッセントが提示したドルと円の最大決定要因が日銀の正常な利上げである事は市場

に広く受けいれられた。要するに日銀の正常な利上げだけが円高物差しとなった。                    

円高の唯一の物差しが日銀の正常な利上げであるのなら､日銀が 3ヵ月に 1 度のグロー

バルスタンダード利上げを行う迄は円高になりにくいと考えられる。安心してドルを

持てば良いだろうという見方もある。 

一方円安も限定的と見られる。日本は、世界最大の外貨準備を持ち、市場コントロー

ル意欲が強い国だ。しかも外貨準備簿価は 1 ドル＝103 円であり、ドルを売れば売る

ほど為替益が出る。高市首相の外為ホクホク発言とは､結局ドル売り介入で歳入原資が

出てくる魔法の事だ。1年以下の円建て為券発行を原資に 5 年のドル建て米国債を買

うのが外為特会｡通貨安定の美名の下に、長短金利差と日米金利差を追及する巨大(含

み益 60 兆円で元本 200 兆円)ヘッジファンド。 

結局ドル相場を決定する材料は 2つしか無いのだろう。日銀の正常化利上げとドル売

り介入の枯渇だ。どちらも無ければドルは 160 円の準固定相場と思われる｡         

市場を支える日米協調は固く、紙幣発行特権を持つ米国政府が協力する以上ドル売り

資金は無限であろう。     

米国債売りを米国政府が嫌うとの見方も間違いだろう。外貨準備保有米国債は NY 連

銀預託であり、NY 連銀に売られるだけで市場売却では無い。何時でも幾らでも日本政

府はドル資金捻出の為､保有米国債券を売却出来るであろう。 

 

 

このレポートは、あくまでも情報提供が目的であり、その結果については責任を負うものではありません。投資の決断

は、あくまでも投資家自身の判断に基づいて行ってください。無断転載、引用を固く禁じます。   
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